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保険者機能強化アクションプラン（第 2 期）   

制定：平成 24 年 7 月 23 日 

 全国健康保険協会（以下「協会」という）は、保険者として健康保険事業を行い、加入者の

健康増進を図るとともに、良質かつ効率的な医療が享受できるようにし、もって加入者等の

利益の実現を図ることを基本使命としている。協会は、設立以来、地域の実情を踏まえ、加

入者や事業主の意見を反映した、自主自律・都道府県単位の運営により保険者機能を十

分に発揮できる新たな保険者を創る、すなわち「創建」するということで、組織基盤の整備に

取り組んできた。 

 協会は、設立の年に、このような保険者としての機能を強化し、その機能を十分に発揮し

ていくため、「保険者機能強化アクションプラン」を制定した。サービス向上を含む適正な給

付業務の推進やレセプト点検の強化等は保険者として当然果たすべきことであるので、この

プランでは、保険者機能として新たに充実強化を図るべき事項を整理し、これまで各種の取

組みを実施してきている。 

 協会においては、今般、第 2 期の「保険者機能強化アクションプラン」を定め、「業務・シス

テムの刷新」の節目となる平成 26 年度に向けて、さらに保険者機能の強化を図ることとし

た。 

 

1．医療に関する情報の収集と分析 

(ア) 協会が保有するレセプト情報及び加入者の健診データ・保健指導データを最大限に活

用する。 

 本部では、協会全体の基礎的なデータベースを構築するとともに、各種の情報リスト等

を支部に提供する。 

 支部では、協会保有のレセプト情報等に加え、地方自治体や、医療関係団体等が提供

する情報等を通じ、地域ごとの健康特性や疾病動向・受療動向、医療費や医療提供体

制の現状を把握する。 

(イ) 加入者・事業主の医療制度・医療保険制度、医療の内容に関する意識、意見等を把握

する。 

 本部では、加入者アンケートや協会モニター、対話集会等を活用して、加入者・事業主

の声を聞く。 
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 支部では、その実情に応じ、様々な機会を通じて、加入者・事業主の意見・意識を把握

する。 

(ウ) （ア）及び（イ）で得られた情報等を活用し、本部及び支部において、協会の保険者機

能発揮・加入者利益の実現につながる分析を行う。 

 都道府県・二次医療圏単位の一人当たり医療費、平均在院日数、健診・保健指導結果、

医療提供体制の状況、受診・受療率、疾病動向等の関係を分析する。 

 都道府県ごとにレーダーチャート等を作成し、支部において情報の活用をより一層進め

る。 

(エ) 医療機関等に関する情報について、医療の質の向上や医療費の適正化等につながる

可能性のある情報（特定の傷病についての治療状況・平均在院日数・支払われた医療費、

ジェネリック医薬品の使用割合等）の収集・分析手法を研究する。併せて、このような情報の

患者・加入者への提供方法を検討する。 

(オ) 協会の保健医療に関する情報収集・分析能力の向上を図るため、特に支部において、

医療費適正化や医療の質の確保につながる医療費データの分析等に関する調査研究を行

い、主体性を失わない範囲で、調査研究に実績のある外部機関と提携し、あるいは医療費

分析関係の有識者に参画を求めることも検討する。 

(カ) 協会の情報収集・分析を強化するための基盤として、「業務・システム刷新」において、

統合データベースの構築、各種リストの支部への自動配信、検索・分析等のための IT ツー

ルの充実を進める。また、データの精度を高めるような工夫を行う。 

 

2．医療に関する情報の加入者・事業主への提供  

(ア) １．で得られる情報を加入者・患者に対して分かりやすく提供し、地域の医療費の動向

やこれに関連する要因についての理解を深めていただくとともに、限りある医療費を加入者

皆で適切に利用していくという環境を醸成する。 

 救急医療機関の適切な利用や、小児救急医療電話相談事業の存在など加入者に対し、

医療サービスや医療機関を適切に利用するための情報提供や啓発に努める。 

 現行の紙媒体による医療費通知を着実に実施していくほか、希望者にインターネットを

通じた医療費の情報提供サービスを実施する。 

 柔道整復師、あんま・マッサージ・指圧師及びはり灸師の施術に係る療養費や治療用

装具の作成に係る療養費の支給について適切な利用が図られるよう、啓発に努める。

併せて必要な制度改善についての提言を行う。 
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(イ) 加入者や事業主に対する広報については、リーフレットなど紙媒体による広報を継続し

つつ、ホームページ、メールマガジンなどのＩＴの活用を更に進める。本部・支部ともに、全国

メディア、地元メディアへの発信力を強化すべく、工夫を行う。 

(ウ) 保健事業・公衆衛生に関わる非営利団体、都道府県等の行政機関や大学等の教育

機関等と協力し、健康に関するセミナーの実施、健康づくりに関する共同事業の実施などを

通じて、加入者自らがあるいは事業主が職場において健康づくりに取り組む意識を高める。 

(エ) 加入者・事業主との距離を近づけ、一体感を醸成するため、次の取組みについて検討

を行う。 

① インターネットを活用して、加入者・事業主が協会からのお知らせを入手し、協会へ

の意見を述べることを可能とする新たな場の設置 

② 加入者相互間で医療機関に関する情報を共有できるサイトの構築 

③ ホームページ、メールマガジンや広報誌において、従業員に対して特色ある健康づ

くり運動を実施している中小企業・小規模企業を紹介するなど、加入者・事業主の活動

を互いが知りあえる場のニーズの把握 

 

3．都道府県など関係方面への積極的な発信 

(ア) 協会の財政基盤を強化し、加入者・事業主の保険料負担を軽減するため、加入者・事

業主と一体となった取組みを進める。 

(イ) １．で得られる情報やその分析結果を基に、国や都道府県など医療政策に携わる行政

機関等に対して、積極的に政策提言を行う。 

 本部では、中央社会保険医療協議会をはじめ関係審議会等において、加入者・事業主

の立場に立った保険者としての意見を積極的に発信する。 

 支部では、都道府県の政策関係部局をはじめ、地方公共団体に対して、積極的に政策

提言を行うとともに各種協議会等に積極的に参画し、意見を積極的に発信する。 

 協会の職員が公衆衛生学会や産業衛生学会等に参加し、医療費の分析結果や保健

指導の成果等の研究成果を発表する。 

 

4．他の保険者との連携や共同事業の実施 

(ア) ３．の政策提言や情報発信を行うに当たっては、健康保険組合や市町村、後期高齢者

医療広域連合など他の保険者との連携を図り、できるだけ共同して行う。中央社会保険医
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療協議会をはじめ関係審議会等においては、良質かつ効率的な医療提供の実現を目指し、

患者の立場及び保険料を負担する立場に立った意見を発信する。 

(イ) 高齢者医療への拠出金等を負担している保険者として、高齢者医療制度の見直しや

高齢者に係る医療費の適正化等について、他の被用者保険者とともに、積極的に意見発信

を行う。 

(ウ) 本部及び支部において、他の保険者とも意見交換を行いつつ、レセプト情報の分析等

の調査研究や保健事業、医療費適正化に向けた取組みを共同して実施するなどの取組み

を進める。 

 

5．保健事業の効果的な推進 

(ア) 保健指導をはじめとした生活習慣病予防対策の効果的な実施に取り組む。健診・保健

指導の結果データとレセプト情報を突合させ、生活習慣病のリスクに応じた行動変容の状

況や予防の効果を評価、検証し、加入者に合った保健指導、あるいは適切な受診勧奨を行

う。 

(イ) 保健事業の効果的な推進を図るため、パイロット事業を実施し、その成果を広めていく。

好事例を検証し、支部独自の取組みを強化する。 

(ウ) 自治体等と連携し、特定健康診査や特定保健指導の推進を図るとともに、健康づくり

や生活習慣改善に関する教育や相談、普及啓発等、地域の実情に応じて、創意工夫を活

かし、保健事業を推進する。 

 

6．ジェネリック医薬品の使用促進 

(ア) 調剤薬局においてジェネリック医薬品に切り替えた場合の軽減額効果を薬剤交付時に

提供する仕組みが導入されたことを踏まえ、加入者の視点から、ジェネリック医薬品の使用

を促進するための各般の方策を進める。 

(イ) ジェネリック医薬品に切り替えた場合の自己負担額の軽減効果を通知するサービスを

継続しつつ、その効果を更に着実なものとするよう、加入者への広報、医療機関関係者、薬

局関係者への働きかけ等を進める。 

 


